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厚生省関係統計  
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1. 身体障害者実態調査報告 

 

調査の概要 

ここに収録した調査は、厚生省が昭和62年、平成3年に実施したものである。 

 

（調査対象） 

 全国に身体障害者（調査時期現在、18歳以上の者であって、身体障害者福祉法別表に掲げる障害を有

する者）及びその属する世帯を対象とし、国勢調査地区から抽出した調査地区（昭和60年調査について

は昭和60年国勢調査から2,038地区、平成3年については平成2年国勢調査から2,165地区）に居住す

る身体障害者及びその属する世帯を客体とした。 

 

（調査時期） 

 昭和62年 2月 12日現在及び、平成3年11月 1日現在の状況について調査した。 

 

（「障害の種類」及び「障害の程度」の定義） 

 この調査における「障害の種類」及び「障害の程度」は次のように定義される。 

イ 障害の種類 

 Ⅰ 視 覚 障 害：視覚障害を有しているものをいう。 

 Ⅱ 聴 言 障 害：聴力損失による障害、平衡機能の障害及び音声・言語の機能障害を有しているもの

をいう。 

 Ⅲ 肢体不自由：上肢切断、上肢機能障害、下肢切断、下肢機能障害、体幹機能障害及び運動の機能

障害を有しているものをいう。 

 Ⅳ 内 部 障 害：心臓機能障害、呼吸器機能障害、じん臓機能障害、ぼうこう・直腸機能障害及び小

腸機能障害を有しているものをいう。 

 Ⅴ 重 複 障 害:上記の障害を有しているものをいう。 

ロ 障害の程度 

 障害の程度の判定基準は身体障害者福祉法施行規則別表第5号に準拠して1級から7級、級外及び非

身体障害者に判定し、本調査結果では1級から6級までと、1～6級に該当するが級の判定に精密検査を

経なければ困難な者を「級不明」とし、これらの者を身体障害者としてまとめた。 
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第 1表 障害の種類別身体障害者数の年次推移（昭和26年～平成3年） 

 

第 2表 人口千人対身体障害者数の年次推移（昭和26年～平成3年） 
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第 3表 障害の種類別、性別身体障害者数（平成3年） 

 

 

第 4表 障害の組合わせ別重複障害者の状況（平成3年） 
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第 5表 障害の程度別身体障害者数（昭和62年、平成3年） 

 

 

第 6表 年齢階級別、性別身体障害者数（昭和62年、平成3年） 
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第 7表 年齢階級別人口千人当たり身体障害者数（昭和62年、平成3年） 

 

 

第 8表 社会福祉施設等に入所している身体障害者数（平成3年） 

 

 

第 9表 就業状況別身体障害者数及び就業率（昭和62年、平成3年） 
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第 10表 性別・就業状況別身体障害者数及び就業率（昭和62年・平成3年） 

 

 

第 11表 障害の種類別身体障害者の就業状況分布（平成3年） 

 

 

第 12表 障害の程度別身体障害者の就業状況分布（平成3年） 
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第 13表 障害の種類別身体障害者の職業別従事者数の割合（昭和62年、平成3年） 

 （％） 
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第 14表 従業上の地位別、障害の種類別就業している身体障害者数 

（昭和62年、平成3年） 

（昭和62年） （千人、％） 

 

（平成3年） （千人、％） 

 

 

第 15表 障害の種類別身体障害者の就労日数（平成3年 10月） 

 （％） 
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第 16表 障害の種類別不就業の理由（昭和62年、平成3年） 

 （％） 

 

 

17 表 障害の程度別不就業の理由（昭和62年、平成3年） 

 （％） 
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2. 精神薄弱児（者）福祉対策基礎調査 

 

調査の概要 

ここに収録した調査は、厚生省が平成2年及び平成7年に実施したものである。 

 

（調査の対象） 

 全国の精神薄弱児（者）のいる世帯を対象として、国勢調査により設定された調査区から、150分の1

の割合で無作為抽出された地区（平成 2 年調査については昭和 60 年国勢調査により設定された 4,909

地区、平成7年調査については平成2年国勢調査より設定された5,198地区）内の精神薄弱児（者）を

客体とした。平成2年調査の客体は1,798人、平成7年調査の客体は1,823人である。 

 

（調査時期） 

 平成2年 9月 10日現在及び平成7年9月 1日現在。 
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用語の定義 

この調査における用語は、次のように定義して用いている。 

 

１ 精神薄弱 

 「知的機能の障害が発達期（概ね18歳まで）にあらわれ、日常生活に支障が生じているため、何ら

かの特別の援助を必要とする状態にあるもの」と定義した。 

 なお、精神薄弱であるかどうかの判定基準は、以下によった。 

 

 次の(a)および(b)のいずれにも該当するものを精神薄弱とする。 

(a) 「知的機能の障害」について 

 標準化された知能検査（ウェクスラーによるもの、ビネーによるもの）によって測定され

た結果、知能指数が概ね70までのもの。 

(b) 「日常生活の支障」について 

 日常生活能力（自立機能、運動機能、意志交換、探索操作、移動、生活文化、職業等）の

到達水準が総合的に同年齢の日常生活能力水準（別記 1）の a、b、c、d のいずれかに該当

するもの。 （※別記1省略） 

 

 

２ 精神薄弱の知恵度 

 以下のものを、基準として用いた。 

 

* 知能水準がⅠ～Ⅳのいずれに該当するかを判断するとともに、日常生活能力水準が a～d

のいずれに該当するかを判断して、程度別判定を行なうものとする。その仕組みは下図の

とおりである。 

• 程度別判定の導き方 

* 知能水準の区分 

Ⅰ……概ね20以下 

Ⅱ……概ね21～35 

Ⅲ……概ね36～50 

Ⅳ……概ね51～70 

 

* 身体障害者福祉法に基づく障害等級が 1 級、2 級又は 3 級に該当する場合は、一次判定を

下記のとおり修正する。 

・最重→ 最重  ・重→ 最重  ・中→ 重 
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第 1表 18歳未満－18歳以上別、在宅－施設入所別精神薄弱児（者）数 

（平成2・7年） 

（2年） （人） 

 

（7年） （人） 

 



－81－ 

第 2表 年齢階級別、性別、障害の程度別精神薄弱児（者）数（平成2・7年） 

（2年） （人、％） 

 

（7年） （人、％） 
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第 3表 18歳未満－18歳以上別生活の場の状況（平成2・7年） 

（2年） （％） 

 

（7年） （％） 

 

 

第 4表 18歳未満－18歳以上別生活同居者の状況（平成2・7年） 

（2年） （％） 

 

（7年） （％） 
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第 5表 障害の程度別、業務別仕事をしている人の状況（平成2・7年） 

（2年） （％） 

 

（7年） （％） 
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第 6表 障害の程度別、就労形態別仕事をしている人の状況（平成2・7年） 

（2年） （％） 

 

 

（7年） （％） 
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第 7表 障害の程度別、就労時間別仕事をしている人の状況（平成2・7年） 

（2年） （％） 

 

 

（7年） （％） 

 



－86－ 

第 8表 障害の程度別、就労日数別仕事をしている人の状況（平成2・7年） 

（2年） （％） 

 

 

（7年） （％） 
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第 9表 障害の程度別就労精神薄弱児（者）の月収額別給料分布（平成2・7年） 

（2年） （％） 

 

（7年） （％） 
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第 10表 就労精神薄弱児（者）（正規の職員、臨時雇、日雇）の給料（平成2・7年） 

（2年） （％） 

 

（7年） （％） 
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3. その他 

第1表 障害者数(推計) 

 (単位:万人) 
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第 2表 18歳未満－18歳以上別、障害の種類別身体障害者手帳交付台帳登録数の推移 

（昭和58年度～平成6年度） 

（各年度末現在） 
（件） 

 

 

第 3表 身体障害者更生相談所における取扱実人員・相談・判定・判定書交付件数 

（平成6年度） 

（件） 
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第 4表 精神薄弱者更生相談所における取扱実人員・相談・判定・判定書交付件数 

（平成6年度） 
（件） 

 

 

 

第 5表 性別、同居－別居別職親に委託されている精神薄弱者数（平成6年度） 

 （人） 

 




